平成23年度（第２回）境港市国民健康保険運営協議会議事録

　　
日　時　　平成23年12月１日（木）
場　所　　境港市保健相談センター研修室
出席者　　委　員　　松本　憲昭、松本　雅人、永見　庸子、足立　則文、小徳賢司
川本　英樹、足立　利昭、山本多惠美、渡辺はるみ、渡辺　仁史
平山　正実、松野　充孝
欠席者　　委　員　　小林　哲、柏木香寿子
事務局　　市民生活部長　佐々木史郎、市民課長　阿部　英治、
市民課主査　佐々木真美子　市民課　松田　陽子、
傍聴者　　４人
（１）開　会　　午後１時30分
（会長）　あいさつ

　　　　　国保財政は大変逼迫している。これを今後どうしていったらよいのか、他市の状況等も説明があると思うので、みなさんの忌憚のないご意見をいただきたい。

（副市長）平成２１年度から単年度収支が赤字となっているが、平成２４年度には大幅な財源不足が見込まれている。
　　　　　安定的な財政運営を図るには、平成９年以来の保険税改定もやむを得ない状況。

　　　　　みなさんの意見を踏まえた改定案を示したいと思っている。
（阿部）　本日は、保険医又は保険薬剤師代表の小林委員、被保険者代表の柏木委員、以上、２名の方から、都合により欠席する旨の報告がありましたので、委員総数１４人中１２人の出席でございます。したがいまして、協議会規程第５条第２項の規程により本会議は成立していることをご報告いたします。

　　　　　それでは、今回の運営協議会の議題であります、「平成24年度境港市国民健康保険税の改定」について、副市長から会長に対し、「諮問書」を提出させていただきます。
《　諮　問　》
（阿部）　以降の会議の進行につきましては、運営協議会規程により会長に議事の進行をお願いいたします。

（会長）　「議事録署名委員の選任」についてですが、議事録署名委員は、私の方から、選任させていただきます。小徳委員と渡辺委員にお願いします。

　　　　それでは日程６、「平成24年度境港市国民健康保険税の改定について」、事務局から説明してください。

（阿部）　本日の協議会の趣旨につきましては、

①歳入不足の状況を理解していただき

②歳入不足をどの程度保険税の改定で補うのか

　　　　以上を踏まえて保険税改定のパターンをお示ししますので、これに対して、ご質問やご意見をいただきたいと考えています。

　いただいた、ご意見をもとに「改定案」を幾つか作成いたします。

次回、来年の協議会（中旬から下旬を予定していますが）でこの改定案をご審議いただき、合意の得られた案（その場で更に修正することもあるかもしれませんが）を「答申」として承りたいと考えています。

　　
はじめにお手許の資料「平成23年度第2回境港市国民健康保険運営協議会」（説明資料）の1ページをお開きください。

平成20年度以降、被保険者一人当たりの保険税調定額は、長引く景気の低迷等のため所得額が大幅に減少したことなどより、年々減少の傾向にあります。

　　　　　一方、平成20年度以降の医療費につきましては、増加の傾向にあり、境港市の被保険者一人当たりの医療費の額は、県内でも上位にあり、平成23年度以降も増加の傾向にあると見込んでいます。

　　 　　続きまして、平成23年度の国民健康保険費特別会計の見込みについてです。
歳入39億6千100万円余に対して、歳出39億4千900万円余を見込んでおり、歳入歳出差引1千万200万円余りを形式収支においては黒字と見込んでいますが、これは、基金の取崩しや、前年度からの繰越金、また、財政安定化支援事業繰入金を見込んでおり、基金や、繰越金を除くと、1億6千4百万円余りの単年度赤字となっています。

　　　　　平成24年度以降については、保険税の改定をしない場合、2年間で併せて3億1千万円余りの歳入不足となる見込みです。表の中では（２）③収支差引の平成24年度の△125,969千円と平成25年度の△185,353千円を足したものです。
　　　　　歳入の減少につきましては、国の動向は不明な点が多いのですが、特別調整交付金につきましては、先程、副市長も申し上げました通り、東日本大震災の被災地に多く配分することが既に国から伝えられているところであり、歳入の減少要因のひとつとなっています。

　　　　　一方、歳出におきましては、療養給付費や、高額医療共同事業拠出金の増額が見込まれ財源不足は年々広がると見込んでいます。

　　　　なお、別冊の資料１は、歳入・歳出の状況を詳しく記載したものです。歳出につきましては、一定の伸びを見込み、歳入については、保険税を改定せず、その他の項目については、一定の増減を見込んだ表となっており、右隅の△125,969千円と平成25年度の△185,353千円が歳入の不足額の見込みです。
　　　　次に、資料２をご覧ください。
この表の見方ですが、左端の歳入の不足額は、このまま保険税を引き上げない場合の歳入の不足額です。資料１の右隅、平成24年度と25年度の歳入の不足額の合計が311,322千円となります。

この2年間の歳入不足を、保険税の改定で補う為に必要な保険税の増加額が中央の欄の「国保税改定による予算額の増加額」となります。

（ｂ）H24年度現年度分保険税予算額は、資料３のパターンごとの税率、たとえばパターン①でいいますと、所得割11.29％、資産割43.54％といったデータを基に、電算で計算してもらい、算定された金額に「一般被保険者」と、「退職被保険者」のそれぞれの収納率（予算上の収納率　91.00％・94.62％）を乗じて得た金額です。

平成23年度当初予算を（a）として上段に掲げていますのでこの差額が増加額155,663千円となり、表の右端が増加率となります。
　　　　　　国保会計の原則は、保険給付を行なうために必要な財源のうち、国や県の支出金、市からの繰入金を除いた額を必要な保険税の総額として算出することされています。

言い換えますと、法定の一般会計の繰入金以外は、国保会計の入れないのが原則とされています。

　この原則に従い、必要な財源の不足分をすべて保険税の引き上げるによるパターンが①です。
　　　　　　予算ベースで１２５％の増加率となります。この額を確保するための税率を実際の世帯にあてはめますと資料４の①のパターンとなります。所得割、資産割のない世帯では大きな影響はありませんが、資産割や所得割のある世帯は38,600円や56,100円上がることとなり現実的ではありません。

　　　　　　そこで、お隣の米子市の率を参考にした例がパターン②です。予算ベースでの増加率は113.3％で、不足分の53.3％を賄うこととなります。次の③のパターンは、所得の低い方に配慮して、②より均等割、平等割の増加抑え、不足額の50％を補うパターンです。
④は③と同じ均等割、平等割の上げ幅とし、所得割、資産割の率を③より抑えたもので、予算ベースで111.8％の増加、不足額の47％を補うものです。

　
資料２の保険税の増収を得るための保険税率の改定パターンが資料３です。

「応能割」と「応益割」について、あらためて説明いたしますと、「応能割」は被保険者の収入や資産に応じて賦課するもので「所得割」と「資産割」がこれにあたります。

「応益割」はすべての被保険者の賦課するもので、このうち「均等割」は世帯員一人につきいくら、「平等割」は一世帯につきいくらと計算します。

賦課総額に占める所得割の割合が高くなれば、低所得者の方への負担が抑制され、「応益割」の比率が高くなるほど受益と負担の均衡が図られるとされています。

境港市の国保加入世帯の40％は基準総所得税額が非課税の世帯で、約９０％の世帯が基準総所得税額２００万円までの世帯です。

言い換えますと、被保険者の負担という観点からは、所得の高い方に負担の重いものになっていると思われます。したがって、今回お示しした改正パターンですと、歳入不足額を所得ある方で賄う形になっていますので、所得のある方の引上げ率を抑えるためには、非課税世帯の方にも負担増を求めることになります。
つまり、応益部分の「均等割」と「平等割」を引き上げることになります。このような点についても、ご意見を伺いたいと思います。
なお、保険税は、医療分（基礎分）、介護納付金部分、後期高齢者支援金分の3つから成り立っていますが、この3つの歳入を基に支払う、医療費、介護納付金、後期高齢者支援金の歳出はすべて伸びる傾向にありますので、すべてを引き上げる改定といたします。

　　　　ただし、今回は便宜上、総枠での歳入確保のパターンをお示ししますので、実際の改定にあたっては、できるだけ各部分での必要額に応じた率等の改定とする予定です。

　　　　また、現時点では、賦課限度額の引き上げについて情報がないため、賦課限度額はこれまで通りで試算しています。賦課限度額について国の方針が示されれば、例年通り、運営協議会にお諮りすることとしております。

　　　　総額的なお話をしても、なかなかイメージがつかめないと思いますので、もう一度
資料４をお開きください。

　　　世帯類型として３つの例を挙げています。

国保加入世帯の、世帯の人数で見ますと、平成２３年度当初賦課の時点では、一人世帯が全体の54.7％、二人世帯が32.4％を占めていますので、一人世帯と二人世帯を合わせますと約87％を占めていますので、例として一人世帯と、二人世帯をあげています。

次に7.6％を占める3人世帯を親子3人という型であげています。

　　　　また、年齢構成につきましても、61歳から74歳までの方が、約50％を占めることからもこの二つの例を挙げています。

　　　　基準総所得額につきましても、0円の方が約４割を占めることからⅠを、200万円以下の方が0円の方も含め約90％占めることからⅡとⅢを挙げています。
　　　　Ⅰの類型について説明しますと、６７歳の男性として、収入は公的年金の1,340,00円です。年金収入から年金所得控除と国保の基礎控除33万円を引くと基準総所得額は

0円となります。資産もないため、「所得割」、「資産割」をいくらあげても、「所得割額」、「資産割額」には影響は受けません。「平等割」、「均等割」につきましても、所得が33万円以下のため、7割軽減を受けているので、予算額ベースで125％の増税となる①のパターンにおいても1,500円の負担増となります。

パターン②で1,200円、パターン③④では400円の負担増となります。

　　　　次にⅡの類型について説明しますと、夫婦二人で収入が公的年金等の400万円の場合、給与所得控除や基礎控除により基準総所得額は926千円となり、①の場合は38,600円の増加、②で24,400円、③18,000円④16,400円の負担増となります。

　　　　最後に、類型Ⅲは夫婦と子供1人の3人家族。収入300万円弱で、基準総所得額は1,186千円の世帯です。①の場合56,100円の大増税となり、②においては37,400円、④の場合は24,700円の増加ですが、一月に直すと約2,000円の負担増とも言えます。

歳入不足をご理解いただいた上で、この歳入不足額をどの程度保険税を引き上げて、歳入を確保するのかどうかということと、負担する側の立場で、どの程度なら負担、どの程度の引き上げが適当なのか、ご意見をいただきたいと思います。

　　
　　　　次に国民健康保険税額の推移です。

資料５　境港市国民健康保険率・賦課限度額の変遷をお開きください。平成９年度から賦課限度額を除き、平成23年度まで15年間据え置いています。

途中、平成20年度に、「後期高齢者医療制度」が創設されたため、それまでの基礎賦課額が、基礎賦課額と後期高齢者支援金等賦課額に分割されましたが、トータルの税率は変更しておりません。

その間、医療費の適正化や収納強化などにより事業運営をし、収支の均衡に努めてまいりましたが、財源不足によりこのたび15年ぶりの引き上げにいたったものです。

　　　　次に、他3市の改定状況です。資料６　鳥取県内4市保険料（税）率・額比較をご覧ください。県内では鳥取市が、一番高く、次に米子市、次いで境港市、倉吉市の順ですが、倉吉市は12月議会に引き上げ案を上程しています。

境港市国民健康保険費特別会計の健全化に向けた取り組みは後ほど申し上げます。説明は以上でございます。
本日の協議会では、副市長も申し上げました通り、委員の皆様にご意見をいただき、いただいた意見を参考に「改定案」を作成したいと考えています。次回の協議会で「改定案」をご審議いただき、「答申」として承りたいと考えています。

　　　　繰り返しになりますが、本日、ご協議いただきたいのは、世帯への影響を考慮していただきながら、歳入の不足額をどの程度保険税で賄うのが適当か。また、「所得割、資産割」の応能割と「平等割、均等割」の応益割をどのくらいの割合であげていくかという点にご意見をいただきたいと考えています。

（会長）　ただいま事務局から説明ございましたが、ご意見・ご質問がございましたら、お願いします。
（委員）資料３について、パターン①はH２４・２５の不足額を全額保険税で、パターン②は米子市なみにということですが、パターン③と④については、どのように試算されているのですか。応能応益割合が一挙に逆転していますが・・・。
（阿部）　パターン③では保険税で補う割合を５１％程度、パターン④では４７％程度でという考え方です。
所得の水準を見ると下がってきているので、応能の比率が下がっています。
５０：５０が基本なのでバランスを取り直す時期なのかと考えています。
国は５０：５０と言っていますが、都会と地方都市には所得構成の違いもあり、あまり拘ると改定のバランスがとれなくなると思っています。

（委員）資料４について、年金受給者の世帯に比べるとⅢの３人世帯のケースでは非常に負担感があり、パターン①、②では非常に無理があるような気がします。
（阿部）　パターン①では、国民健康保険は税収等で賄うという基本的な考え方を示しています。また、一つの目安として米子市の場合を例示しています。
（会長）　平成９年度から国保税を１５年間据え置いています。健康に関する意識啓発の取り組みやレセプト点検の強化、一般会計からの繰入など市側の努力に対しては敬意を評するものであります。
医療費の増加もあり、また決算での説明にもあったとおり国の交付金も東日本の大震災の影響でどのようになるのかわからない状況です。　

　　　　　震災がこういうところにも影響しています。市も基金がなくなり厳しい状態なので大変であり、国保税改定を余儀なくされるということです。

　　　　　どれくらい上げるかは難しい問題です。

（委員）　平成９年度から税を上げていないということですが、最近をみてみると他市の場合、よく改正をしています。医療費は上がり収納額が減っているのに境港市が税を上げないでこられた大きな理由は何ですか。
（阿部）　平成２０年度から後期高齢者医療制度が導入されどこも苦しくなりました。というのは、納税意識の高い方々が国保の制度からいなくなってしまったからと考えています。
　　　　　また、後期高齢者医療制度の導入の際に、老人医療費の精算で支出は残ったものの、入ってくるお金（税収）が無くなったといったことを聞いています。

（会長）　ということは、今後ますます苦しくなってくる。市町村単位での運営はなかなか難しい。市からの繰入も大変ということですね。

（委員）　国保税を上げると市民には大変な負担になります。国の特別交付金もどうなるかわからないということ。これがきちんと入ればよいが、市民の健康は保障しなければならないので、やり繰りして一般財源から何とかできないのですか。
観光ばかりではなく、こういったことにお金を使うよう市は考えてほしい。
（阿部）　原則は保険税で賄うということですが、それでは極端な上げ幅になってしまい、影響が大きいのでどうにかしなければならないと思っています。今、平成２４年度の予算要求を行っていますが、一般会計からの繰入を要求しているところです。

（会長）　市議会にも一般会計からの繰入を理解してもらえるよう働きかけてほしいと思います。

（委員）　市は観光にたくさんのお金を出しておられるが、低所得者は生活に手一杯で外国に行くこともなくほとんどメリットがありません。このような全体に関わることの方が低所得者にはメリットがあります。できるだけたくさん繰入れを行い、税の上げ幅を抑えてほしい。これが低所得者の意見だと思います。
（会長） 今のことからいくと、境港市では応益割が高く、応能割が低い。これを国の基準に併せると負担能力のある人はさらに高くなり厳しくなる。応益比率の問題はなかなか難しいです。医療費の伸びを抑えることも難しいです。
（委員）７割軽減など軽減措置があるので比較的税の上げ幅を抑えられている人もいますが、世帯類型Ⅲのパターン①、②では収入は多い方でないのに、保険税は１割にもなります。収入の低い人は軽減があるので、かえって中程度の所得階層の方がなかなか苦しい金額のように思います。

（阿部）　軽減を受けている世帯が多く、半分くらいの世帯が受けておられる。税収は中程度の所得階層の方が重くなります。

（委員）　税を上げるには市民に納得できる取り組みも必要です。収納率の向上など国保財政の健全化に向けた取り組みについて説明をしてください。

（事務局）収納率については、平成２１年度から２２年度についてはわずかに上がっています。

（阿部）　収納率は１００％ではありませんで、よく言われることですが、税を上げる前に税をきちんといただかないといけないのではないかと考えています。

　　　　　これについては、収税課と連携して、新たに滞りそうなところを集中して対応していこうと思っています。

（会長）　国民健康保険の健全化に向けた取り組みについて説明してください。

（阿部）　これについては、大きく分けて歳入確保に向けた取り組みと、医療給付の適正化に向けた取り組みを考えています。

　　　　　まず、口座振替の促進ですが、口座振替を原則として加入時に働きかけをしているところです。
　　　　　収税課との連携については、新規滞納者をできるだけ増やさないよう早いうちから納付の早期勧奨を行っていくこととしています。

　　　　　資格の適正化については、居所不明者について職権消除等を行い、収納率の低下を防ぎます。

　　　　　悪質な滞納者には滞納処分を実施していくこととしております。

　　　　　退職被保険者に関する費用は、別の制度から財源を求めることができることから、退職者の把握や一般から退職者への振替の徹底に努めています。

　　　　　市の一般会計は１２０億円、国保会計は４０億円程度で市の中でも大きな会計です。市の努力だけでは赤字の穴埋めも難しくなってきています。
国民健康保険制度の出発点は国であり、国の責任だと思っていますので、国からの財政支援を求めていきます。また、１９市町村がまとまって鳥取県という単位で運営した方が効率的ということもあるので、県単位での運営体制の構築を国に求めていきたいと思います。また、一般会計からの繰入も要求してまいります。

　　　　　医療費の適正化については、医療費通知の実施、レセプト点検の充実強化、重複多受診者への訪問指導の他、特定健診や人間ドック、脳MRI検査等の保健事業にも取り組んでいきたい。
　　　　　国保財政の周知ということでは、市報１０月号から国保財政の危機的状況についてお知らせする記事を掲載しています。国保財政の厳しさを知っていただきたいと思っています。
　　　　　ジェネリック医薬品の周知にも努め、利用していただける方には利用していただきたいと思います。

（会長）　全体にわたってのご意見はありませんか。

（委員）　資料３の応能・応益割合についての説明では、現在、応能割が高めに設定されているということでしたが、できるだけ国の基準である５０：５０に近づける形で設定してほしいですね。

（委員）　国からの交付金は、資料１にあるような見込みなのですか。今後、保険税のみで賄うのなら、２５％アップしなければならないということになりますが、一般会計からの繰入はどれくらい可能なのでしょうか。

　　　　　保険税の上げ幅は、一般会計からの繰入金がどれくらいの割合で要求可能なのかできまるのではないでしょうか。そうでなければパターンが決められません。
（阿部）　原理原則では保険税で賄って、不足分を一般会計から繰り入れるということであり、一般会計からの繰入額を決めてからという考え方は逆になります。また、一般会計は市民全体のものなので、ここから繰り入れるということは、国保以外の人には保険料を二重に負担することになるという点にもご理解をいただきたいと思います。

（委員）　ということではパターン①にせざるを得ないということですが、これは不可能だと思います。

（阿部）　税を値上げしても支払ってもらえなければ意味がありません。値上げしても払ってもらえなければ逆効果。できるだけ平等にできる部分はどこなのか、難しいところです。

（会長）　事務局は、１月には国の方針を見定めた決算見込みと応能応益比率を見直したパターンを提示してください。

（阿部）　特別調整交付金についても年が明けると分かると思いますので、決算見込みと応能応益比率を考えたパターンを提示したいと思います。
（会長）　賦課限度額についてはどうなっていますか。国が決めるのですか。
（阿部）　賦課限度額については地方税法に定められていますので、地方税法の改正を待つところですが、社会保険の限度額に近づけていこうということで段階的に引き上げられています。地方都市では限度額の対象となる方は少ないのですが、都市部では影響を受ける層が多く、１万円単位の大幅な値上げには苦情が寄せられていますので、大幅な値上げはないのではないかと思っています。

（委員）　所得割は一律でなければいけないのですか。累進課税にはできないのですか。

（阿部）　全国に１例程度と聞いていますが、運用は難しいのではないかと思います。

（委員）　次回でいいので、滞納している世帯の所得階層を教えてください。

（阿部）　調べてみます。事務局としては、どのくらい不足を税で賄っていくのか。パターンの中である程度の方向性を示していただきたいのですが・・・。
（会長）　２５％アップは無理ですね。これは除外して、できるだけ上げ幅が少ない方がいいので、このパターンの他に１０％くらいまで落としたものを資料としてだしていただきたいと思います。

（阿部）　次回はパターン②を中心に資料を作ります。

（委員）パターン③でも保険税で不足分を補う割合が５０％を切っています。パターン②が中心になるのか③が中心になるのかはわりませんが、半分以上は保険税で補う。そこが基準ではないでしょうか。

（会長）　次回の日程についてはどう考えていますか。

（阿部）　１月の中旬から下旬。１月１９日・２０日・２６日のいずれかの木曜日の午後を予定したいと思います。日程が決まり次第連絡させていただきます。

（会長）　これをもちまして協議会を終了します。
ありがとうございました。
　　　　　　　　　　　　　　　　午後３時１５分　閉会
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